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【プーチン大統領来日】「特別な制度」設計は難航必至 北方四島ぶつかり合う主張 

 

 安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領が協議開始で合意した北方四島での「共同経

済活動」は、これまでも日露間で浮かんでは消えてきた。実現に向け最大の壁となるの

が共同経済活動の条件となる「特別な制度」の設計だ。日本が北方領土を「わが国固有

の領土」とする一方、不法占拠する露側も自国法の適用を求めている。双方の譲れない

主張がぶつかり合い、交渉難航は必至だ。 

 

■「法的立場」の衝突 

 共同経済活動は、択捉島、国後島、色丹島、歯舞群島の北方四島を「経済特区」とし、

日露合弁事業を行うことなどが想定される。日本政府としては「わが国の法的な立場」

を害さないことが大前提だ。 

 北方四島で日本人が行う投資や土地取得はどのような法的根拠に基づくのか、日露両

国民の間で暴力沙汰があればどちらの刑法が適用されるか-。ロシアの法律が適用され

ればロシアの主権を認めることにつながりかねない。これを回避するために必要なのが

「特別な制度」となる。 

 16 日に発表されたプレス向け声明では「国際約束」や「法的基盤」の必要性に触れ

ている。「特別な制度」に該当する箇所で、外務省幹部は「最終的には国会承認条約の

形になるだろう」と説明する。 

 だが、日露両政府が一致点を見いだす作業が難航を極めることは、すでに実証済みだ。 

 平成 10年 11月、当時の小渕恵三首相とエリツィン大統領は「共同経済活動委員会」

の設置で合意し、具体化のため協議に入った。ところが、露側は北方四島のみに適用さ

れる特別な法体系をロシアの法律に基づき策定するよう要求。主権問題を乗り越えられ

ず、成果を出せないまま頓挫した。 

 今後の制度設計に向け、一つの参考になるのが 10年 2月に締結された日露漁業協定

だ。 

 この協定では北方四島の周辺海域で違法操業の取り締まり管轄権を棚上げし、あらか

じめ定めた漁獲量の範囲で日本漁船が操業することを認めている。 

 しかし、漁業協定があっても露国境警備隊は日本漁船を拿捕しており、今後、「特別

な制度」の実効性をいかに確保するかも課題となる。陸上での共同経済活動は日露両国

民の接触が海上よりも増加する。双方の「法的立場」が衝突する分野は多岐にわたり、

膨大な作業が要求される。 

 

■スタートライン 



 「特別な制度」の実現は難航が確実視されるにもかかわらず、日本政府が再び踏み出

したのは、これが北方領土問題解決に向けたスタートラインになるとみているからだ。 

 プレス向け声明は、北方四島全てを明記した。同時に共同経済活動が「平和条約締結

に向けた重要な一歩になり得る」とも記した。平和条約締結交渉の対象は北方四島全て

に及ぶことを暗示しており、ロシアから勝ち取った譲歩といえる。 

 さらに「共同経済活動に関する交渉の合意」と「平和条約問題を解決する決意」を確

認している。どちらが先でも後でもなく、共同経済活動が動かなければ平和条約交渉は

進まないとの見方を否定した形だ。 

 また、共同経済活動に当たっては「日本およびロシアの立場を害するものではない」

とした。双方の立場の違いを理解する意図がにじむ。 

 ただ、日本が主張する「北方四島の帰属問題を解決し、平和条約を締結する」との文

言は見当たらない。露側の抵抗にあったとみられる。 

 

■「歴史的な譲歩」 

 一方、露国内では共同経済活動について、日本が主権問題を棚上げしたかのような印

象が強まっている。 

 国営テレビ局のアナウンサーは 15 日夜、共同経済活動に関する合意を「歴史的だ」

と表現。別の番組では「衝撃的だ。日本はそのような活動に参加することは島における

日本の“主権なるもの”に疑義を唱えるものになると考えていたからだ」と報じた。 

 インタファクス通信によると、ペスコフ大統領報道官は 15日、首脳会談について「（北

方四島の）主権問題は一切話し合われなかった。露側の主権に議論の余地はないからだ」

と述べ、日本側がロシアの主権を認めたかのような印象を与えた。 

 露国内には共同経済活動を日本側の領土交渉戦略だと警戒する見方もあるが、一部に

とどまっている。元駐日露大使のパノフ氏は露紙ベドモスチ（電子版）に共同経済活動

について「日本が決して容認しなかった（北方四島の）ロシアの主権を認めるものだ。

歴史的な譲歩といえるだろう」と語った。 


